
国家公務員共済組合連合会　経過的長期経理
民間企業仮定貸借対照表

平成30年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金・預金 122,669,570,067
有価証券 5,000,000,000
未収収益 1,155,546,980
未収金 310,064,434

貸倒引当金 △ 25,218,046 284,846,388
一年内回収予定長期貸付金 7,364,722,124

　流動資産合計 136,474,685,559
Ⅱ　投資その他の資産

長期性預金 520,000,000,000
長期貸付金 16,490,826,076
長期未収金 10,035,509

貸倒引当金 △ 10,035,509 0
投資不動産 58,990,538,232

減価償却累計額 △ 28,288,757,314 30,701,780,918
　投資その他の資産合計 567,192,606,994

　　　　　　資産合計 703,667,292,553
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

未払金 3,015,240,178
未払費用 915,421
預り金 41,058,697
未払消費税等 160,112,387

　流動負債合計 3,217,326,683
Ⅱ　固定負債

共済年金準備金 700,449,965,870
　固定負債合計 700,449,965,870

　　　　　　負債合計 703,667,292,553
（純資産の部）

0
　　　　　　純資産合計 0
　　　　　　負債純資産合計 703,667,292,553

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　経過的長期経理

民間企業仮定損益計算書

自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日 （単位：円）

経常収益

負担金収入 22,699,499,711

基礎年金交付金収入 57,346,347

退職一時金等返還金収入 252,707,117

雑収入 155,134,747

共済年金準備金戻入 53,129,911,572

事業外収益

受取利息 4,690,125,619

有価証券利息 106,438

信託運用益 259,982,848

賃貸料 5,033,668,201

事業外収益合計 9,983,883,106

　経常収益合計 86,278,482,600

経常費用

退職給付 132,874,288,025

障害給付 2,883,507,055

遺族給付 27,105,497,273

公務災害給付 17,043,000

通算退職年金 81,248,597

返還一時金 2,411,273

脱退一時金 1,481,383

死亡一時金 32,860

雑損 276,833

一般管理費

一般管理費 952,140,126

減価償却費 1,836,836,920

一般管理費合計 2,788,977,046

繰入金

業務経理へ繰入 1,457,468,679

繰入金合計 1,457,468,679

引当金(等)繰入

貸倒引当金の繰入 954,709

引当金(等)繰入合計 954,709

　経常費用合計 167,213,186,733

経常利益 △ 80,934,704,133

特別利益

基礎年金拠出金精算額 22,214,058,000

財政調整拠出金精算額 68,391,065,288

固定資産売却益 6,620,313,217

　特別利益合計 97,225,436,505

特別損失

基礎年金負担金精算額 15,336,245,000

基礎年金交付金精算額 901,258,841

固定資産売却損 53,228,531

　特別損失合計 16,290,732,372

当期利益金 0

科　目 金　額



国家公務員共済組合連合会　経過的長期経理

キャッシュ・フロー計算書

自　平成29年4月1日　至　平成30年3月31日 (単位：円)

金額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当期利益金 0

減価償却費 1,836,836,920

固定資産売却損 53,228,531

貸倒引当金の増減額 △ 1,756,000

共済年金準備金の増減額 △ 53,129,911,572

受取利息及び受取配当金 △ 4,690,232,057

信託運用益 △ 259,982,848

固定資産売却益 △ 6,620,313,217

未収金の増減額 229,431,420

未払金の増減額 △ 5,361,096,089

未払消費税等の増減額 57,289,753

その他 40,280,828,589

小計 △ 27,605,676,570

利息及び配当の受取額 4,941,191,632

　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 22,664,484,938

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の売却による収入 7,500,000,000

貸付による支出 △ 1,308,264,434

貸付金の回収による収入 15,372,135,191

投資不動産の取得による支出 △ 2,691,187,358

投資不動産の売却等による収入 3,219,298,034

　投資活動によるキャッシュ・フロー 22,091,981,433

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 0

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 572,503,505

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 123,242,073,572

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 122,669,570,067

科目



重要な会計方針等 経過的長期経理

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

 … 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定しております。）に

よっております。

時価のないもの

 …  移動平均法による原価法によっております。

２．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による

 見積額を、貸倒懸念債権等特定債権については個別に回収可能性を検討し、

 回収不能見込額を計上しております。

（２）共済年金準備金

将来の年金給付に備えるため、前期に長期経理から承継した共済年金準備金の

額、及び、共済年金準備金繰入(又は戻入)額計上前に損益計算上生じた収益費用

の差額との合計額を計上しております。

なお、これは、「国の貸借対照表（試案）」（財政事情の説明手法に関する勉強会

平成 13年 9月）に準じたものであります。



３．その他の重要な事項

（１）消費税及び地方消費税の会計処理は、税込み方式によっております。

（２）組合の貸付経理に対する貸付金については、証券化を目的として全額

30,575,372,651 円を信託会社へ信託しており、うち特定目的会社へ譲渡した

受益権は 5,300,000,000 円であります。なお信用補完を目的とした劣後受益

権の金額は 5,528,793,140 円であり、全額を当連合会が保有しております。当

連合会が保有する受益権については、民間仮定貸借対照表上「長期貸付金」に

計上しております。

なお、長期貸付金（証券化したものを含む。）のうち延滞債権額（弁済期限を

６ヶ月以上経過して延滞となっている貸付の元金残高額）はありません。

（３）厚生年金保険経理において、上記（２）の特定目的会社が発行した劣後特定社

債 300百万円を自家運用の包括信託にて保有しております。

（４）上記（２）は、退職等年金経理と経過的長期経理で合同運用を行っております。



４．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

当連合会の運用は、積立金等の運用の基本方針にて、安全かつ効率的に行われな

ければならないと定められております。当該基本方針に基づき、余裕金について

は給付金支払額の将来見通しに合わせて償還期を考慮したポートフォリオを構

築し価格変動リスクの低減を図り、日本国債、政府保証債など流動性、信用性が

高い債券等で運用しております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

平成 30 年 3 月 31 日における民間企業仮定貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次の通りであります。

（単位：円）

 民間企業仮定

貸借対照表計上額
時価 差額

現金・預金

有価証券

長期性預金

長期貸付金

未払金

122,669,570,067

5,000,000,000

520,000,000,000

23,855,548,200

(3,015,240,178)

122,669,570,067

5,000,000,000

520,000,000,000

23,891,494,124

(3,015,240,178)

－

－

－

35,945,924

       －

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

現金・預金及び未払金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

有価証券

有価証券の時価については、取引金融機関から提示された価格によっており

ます。ただし、譲渡性預金については、短期間で償還されるため、当該帳簿価

額を時価としております。

長期性預金

長期性預金の時価については、帳簿価額に等しいことから、当該帳簿価額によ

っております。

長期貸付金（一年内回収予定の長期貸付金を含む）

長期貸付金の時価については、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場

合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。



５．賃貸等不動産に関する注記

（１）賃貸等不動産の状況に関する事項

当連合会では、東京都及びその他の地域において、公務員等のための特別借受宿

舎制度にかかる土地及び建物を有しています。

（２）賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：円）

民間企業仮定貸借対照表計上額 時価

30,701.780,918 70,109,135,486

（注 1）民間企業仮定貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除

した金額であります。

（注 2）当事業年度末の時価は、土地は固定資産税評価額等により、建物は収益

還元法に基づいて自社で合理的に算定した金額により算出したもので

あります。

６．キャッシュ・フロー計算書に関する事項

（１）キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日から満期日又は償還日まで期間が 3 ヶ月以内

の流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資からなっております。

（２）現金及び現金同等物の期末残高と民間企業仮定貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

 現金・預金 ････････････････････････････      122,669,570,067円

有 価 証 券  ･･･････････････････････････      5,000,000,000 円

      現金及び現金同等物                            127,669,570,067 円

７．行政コスト計算財務書類を作成する日までに発生した重要な後発事象

該当事項はありません。

８．重要な会計方針の変更

該当事項はありません。


